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新型コロナウイルス感染症により国内航空需要は甚大な影響を受けたが，これはコロナ禍中の短期的な

影響にとどまらず，コロナ終息後もオンライン会議の普及など新たな行動様式により中長期的な影響をも

たらすことが想定される．そこで本研究では，中長期の将来航空需要予測を実施するにあたり，コロナ禍

の国内航空需要への中長期的な影響を適切に考慮するため，意識調査を行うことで生成／発生交通量・旅

行先選択・交通機関選択の変化について定量的な評価を試みた．さらにその結果を踏まえて航空需要予測

モデル（国総研モデル 1)）の改善について考察した．意識調査からは，特に業務目的の生成／発生交通量

がコロナ前より減少し，コロナ終息後もその影響が継続することを示唆する結果が得られた．国総研モデ

ルにはこの影響を反映することが考えられる． 
 

     Key Words: aviation demand forecasting, event risk, covid-19, awareness survey 
 
 
1. はじめに 
 
(1) 研究の背景 
新型コロナウイルス感染症の流行により，公共交通機

関（航空・新幹線・バス）の国内需要は大幅に減少し，

2022 年 4 月に回復基調に転じるまでの間，コロナ前の

2019 年同月比 4～8 割減で推移した（図-1）．特に航空

需要は一時 9割減に落ち込み，甚大な影響を受けている． 
コロナ禍での全国規模の長期間にわたる外出・行動制

限を経て，オンライン技術を活用した働き方や娯楽が普

及し，人々の生活に新たな行動様式がもたらされた．そ

の一部はコロナ終息後も社会に定着する可能性があり，

例えばオンライン会議による出張機会の減少，テレワー

クによる地方移住者の増加，オンライン旅行の増加など，

ライフスタイルの行動変容が進めば，航空による長距離

移動需要への影響が考えられる．このように，コロナ禍

による国内航空需要への影響については，禍中における
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図-1 国内需要の推移（対2019年同月比）2)  3)  4)  5) 

 

表-1 コロナ禍による国内航空需要への影響要因分析 
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短期的な需要減少に加えて，終息後も継続する行動変容

による中長期的な変化も考慮する必要がある． 
コロナ禍が国内航空需要へ影響を及ぼすと想定される

要因を，需要と供給双方の観点から表-1 に整理した．移

動制限や経済停滞，供給減少のように主に禍中の短期的

な影響とみられるものに対して，行動変容は終息後も継

続する中長期的な影響と考えられる． 
 

(2) 研究の目的 
国土技術政策総合研究所が開発している航空需要予測

モデル（国総研モデル）は，四段階推計法を用いて航空

需要を推計する予測モデルである 1)．航空政策検討や空

港整備の計画等のために中長期的な将来需要を予測対象

としていることから，従来短期的な影響とみられていた

大規模感染症等イベントリスクについては予測対象とし

ていなかった 6)．  
そこで本研究では，コロナ禍による国内航空需要への

中長期的な影響を国総研モデルにおいて適切に考慮する

ため，意識調査を行い，四段階推計に即した生成／発生

交通量・旅行先選択・交通機関選択それぞれの行動変容

について定量的な評価を試みることを目的とする．さら

にその結果を踏まえて国総研モデルの改善について考察

する． 
 

(3) 既往の調査研究 
コロナ禍による航空需要への影響や今後の見通しに関

連する調査・研究については，航空業界の今後の見通し

や政策検討における論点を示したものや，統計データに

よりコロナ禍中における定量的な変化を提示するものな

ど，産学官様々な主体から発表されている 7) 8) 9) 10) 11)．こ

れらの多くは，政府機関 2) 12) 13)や各空港 14) 15)における日

本全体または空港毎の統計値を分析したり，国際機関に

よる今後の見通し 16) 17)を引用したりしている．  
航空に限らず広く交通分野に関して，コロナ禍による

短期的影響を分析した調査研究事例については，西井ら
18)による詳細なレビューがある．航空需要に関連するも

のとして，長距離流動 19)や大都市と地方間の旅行流動 20)

を対象とする研究もみられる．人々の交通行動や働き

方・居住地選択といった新常態への意識変化については，

内閣府が令和 2年から 5年までに 6回行った生活意識・

行動の変化に関する調査 21)や，アンケート調査による研

究 22)，携帯電話の位置情報によるビッグデータを用いて

禍中の外出や交通行動の変化を分析した研究 23) 24) 25)があ

り，さらには民間企業が独自に行っているオンライン会

議等業務形態 26)や旅行意向 27) 28)に関するアンケート調査

も存在する．いずれもその多くがコロナ渦における短期

的影響を主な対象としており，コロナ終息後も継続する

中長期的影響について対象とするもの 29) 30)は少ない． 

また本研究で試みるような，中長期的な行動変容につ

いて，航空に係る発生交通量・旅行先選択・交通機関選

択といった四段階推計の体系の観点から一貫して意識調

査を行った既往の調査・研究はみられない． 
 
2. 意識調査 
 
(1) 調査の方法 

コロナ禍中の 2022年 4月（第 1回），同年 12月（第

2 回）に，コロナ禍前後の旅行経験や意向についての意

識調査を実施した（表-2）．本研究で設計した質問票に

ついて，mif（生活者市場予測システム）パネルへの登

録者から回答を得た．旅行等に対する属性別の特徴を想

定して，年齢（20-30歳代／40-50歳代／60歳代），性別

（男性／女性），居住地（大都市圏／その他地域）で区

分した 12 セグメントを設定し，各セグメントから 100
サンプルずつ，合計 1200 サンプル分の回答を集計した． 
調査内容を表-2 に示す．四段階推計の体系に即して，

コロナ前・禍中・終息後での生成／発生交通量・旅行先

選択・交通機関選択の変化，さらには新常態による新規

需要創出の観点で質問項目を設計した． 
なお，コロナ前については 2019 年とした．渦中の対

象期間は，第 1回調査では 2020年と 2021年，第 2回調

査では 2020年から 2022年とした．また，出張のみ通年

での旅行を，レジャー／帰省／友人・知人訪問は夏休み

での旅行を調査対象とした．さらに，ここでの大都市圏

とは，首都圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県），

中京圏（愛知県・岐阜県・三重県），関西圏（大阪府・

京都府・兵庫県・奈良県）とした． 

 

 

表-2 意識調査の内容 

 
 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

(2) 調査の結果 

表-2 の視点毎に意識調査の回答を集計した結果を示す． 
a) 生成／発生交通量の変化 

旅行種類別にコロナ前・禍中での旅行経験や終息後の

意向を集計した．このうち航空需要との関連を考慮して，

宿泊をともなう出張と隣接都道府県以遠へのレジャーに

ついての集計結果を図-2 に示す．いずれもコロナ前と比

較して終息後の旅行意向は，第 1回では同程度であり，

第 2回では増加している．第 1回の結果と比較して第 2
回は，禍中に旅行した人，終息後に旅行意向ありの人が

増加している．その要因をみると，図-2 の薄いオレンジ

色が示す「渦中に行った（コロナ前（2019 年）は旅行

しなかったが禍中には旅行した人）」が増加している．  
「渦中に行った」が増加した要因として，コロナの流

行が落ち着いてきたことが考えられる．他方で，第 2回
での渦中の対象期間が 2020年から 2022年と長くなり，

この 3年間に 1度でも旅行した人が全てカウントされて

しまうことや，政府等による旅行喚起策の影響で，平素

から旅行頻度が高くない人々についても旅行をしたこと

が考えられる．終息後についても，「渦中に行った」は

減少しておらず，旅行喚起策の継続前提での旅行意向が

含まれている可能性が考えられる．  
このように「渦中に行った」の回答にはバイアスが含

まれている可能性が考えらえるため，第 2回でコロナ前

に旅行経験があると回答した人のみを対象にして，終息

後の旅行意向を集計したものを表-3 に示す．コロナ前に

旅行経験がある人のうち終息後は行かないとした割合を

「取りやめ率」とすると，出張での値が比較的大きく

表-3 コロナ前に旅行経験があると回答した人の終息後の意向 
コロナ前の旅行経験あり

全体
終息後
行く

終息後
行かない

発生
原単位

取りやめ
率

【日帰り】出張（通年※夏期も含む） 1200 208 183 25 88.0% -12.0%

【日帰り】居住都道府県でのレジャー（夏休み） 1200 421 412 9 97.9% -2.1%

【日帰り】隣接都道府県へのレジャー（夏休み） 1200 353 347 6 98.3% -1.7%

【日帰り】隣接都道府県以遠へのレジャー（夏休み） 1200 249 245 4 98.4% -1.6%

【宿泊】出張（通年※夏期も含む） 1200 186 172 14 92.5% -7.5%

【宿泊】居住都道府県でのレジャー（夏休み） 1200 244 237 7 97.1% -2.9%

【宿泊】隣接都道府県へのレジャー（夏休み） 1200 284 278 6 97.9% -2.1%

【宿泊】隣接都道府県以遠へのレジャー（夏休み） 1200 396 386 10 97.5% -2.5%

帰省（夏休み） 1200 428 411 17 96.0% -4.0%

友人・知人訪問（夏休み） 1200 250 241 9 96.4% -3.6%

サンプル
数

 
 

 

第 1回調査                      第 2回調査 

【宿泊】出張 

 

【宿泊】隣接都道府県以遠へのレジャー 

 

注：Nは旅行に行くと回答した人の数 

図-2 コロナ禍前後の旅行意向の変化 
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12.0%（日帰り），7.5%（宿泊）で，それ以外のレジャ

ー等での値はいずれも数%程度である．  
さらに，業務内容別の出張の「取りやめ率」を図-3 に

示す．社内研修など社内関連の業務での値が大きい．社

外関連の業務でも定例的な打ち合わせは値が大きく，業

務内容によって対面とオンラインが使い分けられている

とみられる．業務内容別の取りやめ率を単純平均すると，

日帰りは 4%，宿泊は 5%程度である． 
以上により，終息後も継続するような発生交通量の変

化については，出張については 5%程度の取りやめ率が

あると考えられる． それ以外のレジャー等については，

「取りやめ率」は限定的であり，終息後の顕著な変化は

意識調査からは確認できなかった． 
b) 旅行先選択の変化 

第 2回において回答を得た宿泊をともなう隣接都道府

県以遠へのレジャーを対象に，回答者の居住地域別の旅

行先選択率を図-4 に示す．コロナ前後の選好を比較でき

るよう，コロナ前に旅行経験がある人を対象としている．

なお，出張はコロナによる旅行先の変更が考えにくいこ

とから，意識調査で対象としていない． 
大都市圏居住者は，禍中には大都市圏を旅行先とする

シェアが増加しているが，終息後の意向はコロナ前の水

準以下に戻っている．その他地域の居住者は，渦中には

大都市圏を旅行先とするシェアが減少し感染を避けて人

口密集地を敬遠する傾向が見られたものの，終息後の意

向はコロナ前の水準以上に戻っている． 
このように，終息後も継続するような旅行先選択での

顕著な変化は，意識調査からは確認できなかった． 
c) 交通機関選択の変化 

第 2回での宿泊をともなう隣接都道府県以遠へのレジ

ャーを対象に，回答者の居住地域別の交通機関選択率を

図-5 に示す．ここでもコロナ前後の選好を比較できるよ

う，コロナ前に旅行経験がある人を対象としている． 
大都市圏居住者は，禍中には航空と新幹線が減少し，

バスや車・バイクは増加しており，感染を避け公共交通

機関を敬遠する傾向が見られたものの，終息後の意向は

概ねコロナ前の水準に戻っている．その他地域の居住者

も同様に，禍中には航空・新幹線・電車が減少し，車・

バイクは増加しており，感染を避け公共交通機関を敬遠

する傾向が見られたものの，終息後の意向はコロナ前の

水準に戻っている． 
宿泊をともなう出張や，第 1回においても，上記と同

様の分析を行っている．それぞれで傾向の違いは一部み

られたものの，いずれも共通して終息後の公共交通機関

を利用する意向はコロナ前の水準に概ね戻る結果となっ

ている． 
このように，終息後も継続するような交通機関選択へ

の顕著な変化は，意識調査からは確認できなかった． 
d) 新常態 

ワーケーション，二地域居住，地方居住への関心につ

いて，コロナ禍前後での変化を図-6 に示す．ここでは意

識調査の全サンプルを対象としている． 
いずれも「変わらない」が大多数を占めている．「高

くなった」と「やや高くなった」の合計は，「低くなっ

た」と「やや低くなった」の合計よりも多いものの，そ

の差はいずれも 10%程度である． 
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注：コロナ前に旅行経験がある人を分析対象とした 

図-5 交通機関選択率（【宿泊】隣接県以遠へのレジャー） 
 

30.4

35.8

25.0

38.5

30.4

45.1

69.6

64.2

75.0

61.5

69.6

54.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コロナ前

禍中

終息後

コロナ前

禍中

終息後

大
都

市
圏

そ
の

他

大都市圏 その他

(居住地)

(旅行先)
 

注：コロナ前に旅行経験がある人を分析対象とした 

 図-4 旅行先選択率（【宿泊】隣接県以遠へのレジャー） 
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図-3 業務内容別の出張の取りやめ率 
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このように，これら新常態への関心について顕著な高

まりは，意識調査からは確認できなかった． 
 

3. 国総研モデルへの反映と今後の課題 

 
(1) 国総研モデルへの反映 

意識調査の結果を踏まえ，コロナ禍による影響の国総

研モデルへの反映方法を表-4に示す． 
生成／発生交通量について，旅行目的別に予測シナリ

オを設定し，コロナの終息後は旅行取りやめ率により発

生原単位を増減させることが考えられる．例えば，意識

調査の結果から得られた旅行取りやめ率の平均値である

5%程度を，業務目的の発生原単位から減少させること

が考えらえる． 
ただし上記は，コロナ禍中の特定の 2時点においてコ

ロナの終息を仮定した条件での意識調査による結果であ

ることから，前述のように回答にはバイアスが含まれて

いる可能性に留意する必要がある．同様の意識調査の更

新や，政府による既往の統計調査（全国幹線旅客純流動

調査，航空旅客動態調査）の値が得られる場合には，こ

れらの数値も比較検証した上で，国総研モデルへの反映

を検討する必要がある．  
 
(2) 今後の課題 

引き続きコロナの終息と航空旅客の動向に注視し，中

長期の国内航空需要への影響や国総研モデルへの反映方

法について，確認する必要がある．政府統計や産学官そ

れぞれの単位で行われる調査研究により，実証的なデー

タが蓄積されることに期待したい． 
さらに，本研究で実施したような複数回の意識調査か

ら，コロナ禍前後における人々の意識の変化を時系列で

分析し，同様の大規模感染症の蔓延による短期的な影響

及び中長期的な影響の程度を想定しておくことは，将来

需要予測におけるイベントリスクの定量的な評価に資す

るものと考える． 
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A STUDY OF THE IMPACT OF NEW CORONAVIRUS INFECTIONS ON 
DOMESTIC AVIATION DEMAND 

 
Yuka KURODA and Takashi KAMAKURA 

 
The nationwide spread of the new coronavirus has had a tremendous impact on domestic aviation de-

mand, but this impact is not limited to a temporary effect during the coronavirus outbreak. Therefore, in 
this study, we attempted to quantitatively evaluate changes in traffic generation and travel destina-
tion/transportation selection behavior by conducting an awareness survey in order to appropriately con-
sider the medium- to long-term effects of the new coronavirus on domestic aviation demand when fore-
casting medium- to long-term future airline demand. Based on the results, the application of the results to 
the aviation demand forecasting model (NILIM model) is discussed. The results of the awareness survey 
suggest that the amount of traffic generated, especially for business purposes, has decreased since before 
the corona, and that this effect will continue after the end of the corona. The NILIM model may reflect 
this effect. 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集


